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“サービス・プラットフォーム時代”に 

日本がとるべき戦略 
山口真一（国際大学 GLOCOM 研究員/講師）

◆ 低迷する日本経済 

 日本の経済が低迷しているといわれて久しい。バ

ブル崩壊後、「失われた 10年」といわれた低迷は 20

年となり、そして現在、30年に向かっている。 

この日本の傾向は、先進国の中でも顕著である。

アメリカ・イギリス・ドイツ・日本の名目 GDP を、

1995年を 1として、2017年までの推移を描いたのが

次の図 1 である。図 1 を見ると、アメリカとイギリ

スが 1995年に比べて 2倍～2.5倍程度の GDPになっ

ているのに対し、日本は 1 を下回る低成長の状態で

あるi。 

 

 

図 1 先進国名目 GDP（USドル）推移（1995年=1）ii 

 

 このような低迷の要因として、様々な点が指摘さ

れている。例えば、少子高齢化が深刻化しているに

も関わらず、移民受け入れ数の少ない日本では、労

働力不足が顕著なためという指摘があるiii。また、ほ

かの見方として、金榮・深尾・牧野（2010）ivは、1970

年代半ばから続いている貯蓄超過による消費の低迷

が主たる要因と述べている。ここでいう貯蓄とは、

家計の貯蓄だけでなく、企業貯蓄も含まれる。 

◆ 産業構造転換の遅れという理解とその先 

 そのような中、大きな要因の 1 つとして考えられ

るのが、日本の産業構造転換の遅れである。日本は

内外でいわれる通り、「ものづくり大国」であり、製

造業が経済の中心となっている。 

 それは逆に言うと、未だに製造業に頼った産業構

造となっているということである。図 1 からは、ド

イツと日本の成長が低迷していることが分かるが、

この 2 か国こそが、未だに製造業が中心となってい

る国に他ならない。例えば、2013 年における製造業

の GDP に占める割合は、日本が 18.8%、ドイツが

22.2%であるのに対し、アメリカは 12.1%、イギリス

は 9.7%に過ぎないv。このような傾向は就業者数でも

同様である。 

 つまり、少なくとも図 1 で観察している期間にお

いては、製造業以外の部門（IT・金融等）の方が高

付加価値を生み出しており、製造業主体の産業構造

の先進国では経済成長が鈍化したと考えられる。し

かしながら、これだけではドイツと日本の差の説明

がつかない。 

◆ 製品は付加価値（利益）を生まない時代 

 ドイツと日本の差については、Cusumano（2010）vi

にそのヒントを見ることが出来る。Cusumano（2010）

は、成功する企業の法則として、「製品だけでなくサ

ービスも重視する」「製品だけでなくプラットフォー

ムも重視する」という 2 点を挙げている。つまり、

近年は、コモディティ化しつつある製品から利益を

得るのは難しいため、サービスやプラットフォーム

で利益をあげるのが競争上重要といえる。Facebook

がわかりやすい例だろう。また、製品である iPhone

の場合も、価値を創造して利益を出しているのは、

ソフトウェアや App Store 等のプラットフォームで

ある。 
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 この視点に立つと、日本とドイツの差が分かる。

宮川ほか（2015）は、2001年～2010年における各国

の無形資産投資/有形資産投資比率を算出している

（図 2）。これを見ると、アメリカ・イギリスが高い

だけでなく、製造業の GDPに占める割合が日本より

大きいドイツですら、日本より高い値となっている

ことが分かる。このことから、日本は、ソフトウェ

アやデータベース、研究開発といった無形資産への

投資が、先進国の中で特に遅れているといえる。 

 

 

図 2 無形資産投資/有形資産投資比率の国際比較vii 

◆ 日本のとるべき 3つの戦略 

 サービスやプラットフォームが利益を生むという

ことは、既に多くの人が認識しているところである。

例えば、Googleや Facebook、Microsoft 等の巨人を思

い浮かべればよい。しかしながら、特にネットワー

ク効果が働くプラットフォーム市場において、「日本

で Google を作れないのか」という議論をするのは、

全くもってナンセンスである。そこで、日本のとる

べき戦略として、以下の 3つが挙げられる。 

①差別化されたプラットフォームの創設 

 プラットフォーム間の競争では、ネットワーク効

果から Winner-Take-All になるviiiといわれている一方

で、十分に差別化されていればその限りではないこ

とも知られている。例えば、アプリのランキングで

は、多くの国でWhatsApp、Facebook、Instagramとい

った Facebook 関係のアプリが並ぶ中、日本、韓国、

中国では、国産アプリがランクインしているix。文化

的・言語的に欧米と異なるアジア市場は、アメリカ

企業が参入しにくい市場でもある。国内の消費者に

合わせた（ローカライズされた）プラットフォーム

は、十分に差別化プラットフォームとなりうる。 

 さらに、山口（2016）xは、プラットフォーム競争

において重要なのは初期行動だけでなく、継続的な

サービス改善や価格改定が欠かせないことを示して

いる。サービスの普及が進んでいる場合でも、差別

化されていれば、後発が追い抜く余地は十分にある。 

②製品のサービス化・プラットフォーム化 

 日本の現在の製造業の強みを生かしながら、それ

をサービス化・プラットフォーム化していくという

戦略も考えられる。自動車を例に考えると、貸出、

修理、カスタマイズ、シェアリングエコノミー、通

信、半自動運転、エンターテインメントコンテンツ

等、自動車をプラットフォームとしながら、様々な

サービスを展開することが可能である。自動車とい

う製品をプラットフォームとして、これらのサービ

スの利益や中間マージン（利用料）で収益をあげる

ことが出来る。 

③世界を前提としたコンテンツプロバイダーとなる 

App Storeや Google Play、Facebook等が並ぶ中、プ

ラットフォームで現状、日本が勝てていないのは事

実であるが、国際的プラットフォームが寡占状態で

あることにはメリットもある。それは、1つのプラッ

トフォームにのせるだけで、すぐさま世界中に配信

可能な点であるxi。そこで、ゲーム等のコンテンツや

知的財産（IP）が強い国である日本は、国際的プラ

ットフォームを配信のためのインフラと捉え、海外

市場を前提としたコンテンツプロバイダーとなるこ

とが戦略として考えられる。その際に重要なのは、

コンテンツを世界同時配信とすることであり、これ

は海外製の海賊版によって市場が奪われるのを防ぐ

効果もある。 
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